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令和３年度 学校法人の資産運用状況の集計結果（令和２年度決算） 

１．目的 

大学・短期大学・高等専門学校法人における資産運用についての現況を把握し、得られた情報を学校法人に提供す

ることにより、経営強化に資することを目的としている。 

 

２．集計対象及び集計方法 

●集計対象 

⼤学・短期⼤学・⾼等専門学校法⼈について、『令和３年度版 今日の私学財政（大学・短期大学編）』の集計

対象法人を対象とした。 

●集計方法 

「令和３年度学校法⼈基礎調査」のデータを使⽤し、令和２年度決算情報から資産運⽤状況を集計した。集計

値は運用対象資産規模別の５区分により集計したものである。 

●端数調整 

表示された内訳について数値以下の端数は四捨五入してあるため、合計欄の数値と一致しないことがある。 

●平均値 

単純平均で算出している。 
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3．集計表 

（1） 集計法人数 

※法人数は令和２年 5 月 1 日現在の法人数である。  
※大学法人とは大学を設置している学校法人のことである。 
※短期大学法人・高等専門学校法人とは大学法人以外で、短期大学又は、高等専門学校を設置している学校法人

のことである。 
 
 

（2） 運用対象資産の規模別法人数 
 

【運用対象資産規模別】 

※本報告における運用対象資産とは、特定資産 +有価証券（固定資産）+有価証券（流動資産）+現⾦預⾦
から、流動負債及び第４号基本⾦相当額を除いた額の合計としている。 

 
 

【運用対象資産の平均及び中央値】 

  

区分 全法人数 集計法人数 集計率

大学法人 568 560 98.6%

短期大学法人・

高等専門学校法人
101 97 96.0%

計 669 657 98.2%

規模 法人数 構成⽐率

10億円未満 141 21.5%

10億円以上〜

50億円未満
197 30.0%

50億円以上〜

100億円未満
112 17.0%

100億円以上〜

500億円未満
164 25.0%

500億円以上 43 6.5%

計 657 100.0%

（単位︓百万円）

平均値 14,381

中央値 4,794
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4．運⽤対象資産の構成（令和２年度 貸借対照表科目別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・集計対象法⼈の運⽤対象資産の合計は、令和２年度末では 9兆 1,762億円となり、令和元年度末の 8兆 8,998 億円

から約 2,764 億円増加した。 

・全体の構成⽐率では、特定資産が 75.0％と⼤きな割合を占めている。 

・運⽤対象資産規模別では、資産規模が⼤きくなるほど運⽤可能な現⾦預⾦の割合が減少し、⼀⽅で引当特定資産の割合

が増加している。資産規模の⼤きな法⼈ほど運⽤可能な現⾦預⾦の特定資産化を進めている傾向が窺える。 

 

 

種　別 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比

第２号基本⾦引当特定資産 762,707 8.3 2,391 8.4 18,462 3.9 48,358 6.1 264,815 7.2 428,682 10.1

第３号基本⾦引当特定資産 1,748,954 19.1 3,614 12.7 16,656 3.5 56,154 7.1 501,146 13.6 1,171,384 27.7

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 784,145 8.5 6,817 24.0 52,503 11.0 89,086 11.3 293,302 8.0 342,437 8.1

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産 1,887,387 20.6 6,223 21.9 93,054 19.5 133,134 16.9 894,907 24.3 760,070 18.0

そ の 他 の 引 当 特 定 資 産 1,701,815 18.5 4,284 15.1 80,015 16.8 137,779 17.5 646,773 17.6 832,965 19.7

有 価 証 券 （ 固 定 資 産 ） 813,678 8.9 3,570 12.6 51,679 10.8 95,254 12.1 358,485 9.7 304,691 7.2

有 価 証 券 （ 流 動 資 産 ） 300,379 3.3 1,519 5.3 14,923 3.1 30,509 3.9 92,424 2.5 161,004 3.8

運 用 可 能 な 現 ⾦ 預 ⾦ 1,177,106 12.8 0 0.0 149,501 31.4 198,865 25.2 629,526 17.1 225,790 5.3

合 計 9,176,172 100.0 28,418 100.0 476,791 100.0 789,138 100.0 3,681,378 100.0 4,227,023 100.0

※「運⽤可能な現⾦預⾦」は現⾦預⾦から流動負債と第４号基本⾦相当額を差し引いた⾦額である。マイナスになる場合は０としているため、各規模の計と全体が⼀致しない。

（164法人） （43法人）

（単位︓百万円、％）

100億円以上

〜500億円未満
500億円以上

運用対象

資産規模

（法人数）

全体 10億円未満
10億円以上

〜50億円未満

50億円以上

〜100億円未満

（657法人） （141法人） （197法人） （112法人）
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5．運⽤対象資産の構成（令和２年度 運⽤資産種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運⽤対象資産の種類別構成⽐率を⾒ると、全体では 45.3％が現⾦預⾦である。有価証券（債券、株式、投資信託、その

他）については、債券の割合が⼀番⼤きく、41.9％となっている。 

・資産規模別では、資産規模が⼤きい区分ほど有価証券の割合が⼤きくなり、500 億円以上の区分では現⾦預⾦を上回り

67.9％となっている。 

 

 

 

 

種　別 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比

債 券 3,841,312 41.9 6,684 23.5 111,257 23.3 255,078 32.3 1,367,729 37.2 2,100,564 49.7

株 式 232,247 2.5 367 1.3 6,025 1.3 21,503 2.7 97,495 2.6 106,858 2.5

投 資 信 託 528,957 5.8 669 2.4 11,674 2.4 43,712 5.5 146,144 4.0 326,757 7.7

そ の 他 420,866 4.6 100 0.4 2,243 0.5 9,477 1.2 71,844 2.0 337,202 8.0

現 ⾦ 預 ⾦ 4,152,789 45.3 20,598 72.5 345,592 72.5 459,368 58.2 1,998,165 54.3 1,355,642 32.1

合 計 9,176,172 100.0 28,418 100.0 476,791 100.0 789,138 100.0 3,681,378 100.0 4,227,023 100.0

※債券、株式、投資信託、その他の⾦額は貸借対照表注記の有価証券の時価情報から貸借対照表計上額を集計したものである。

※合計は4.「運⽤対象資産の構成（令和２年度　貸借対照表科目別）」と同額としている。

 　「現⾦預⾦」は合計から債券、株式、投資信託、その他を差し引いた⾦額である。各規模別の計と全体は⼀致しない。

（657法人） （141法人） （197法人） （112法人） （164法人） （43法人）

（単位︓百万円、％）

運用対象

資産規模

（法人数）

全体 10億円未満
10億円以上

〜50億円未満

50億円以上

〜100億円未満

100億円以上

〜500億円未満
500億円以上



5 

6．トータルリターン 

【トータルリターンの定義】  

 トータルリターン（①+②+③-④-⑤+⑥-⑦） 

①第3号基本⾦引当特定資産運⽤収⼊ ②その他の受取利息・配当⾦ ③有価証券売却差額（売却益）       

④有価証券処分差額（売却損） ⑤有価証券評価差額（強制評価損）  

⑥当期末評価損益（差額合計） ⑦前期末評価損益（差額合計） 

 

※新設法⼈、⼤学法⼈等へ昇格した法⼈⼜は、直近 2か年の運⽤対象資産が 0 である法⼈等を除外している。 

 

 

 

 

 

 

（単位︓百万円）

令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度

643法人 642法人 128法人 129法人 201法人 194法人 106法人 112法人 168法人 164法人 40法人 43法人

(△ 1法人) (1法人) (△ 7法人) (6法人) (△ 4法人) (3法人)

34,568 33,179 7 11 742 906 732 898 8,183 7,842 24,904 23,522

(△ 1,389) (4) (164) (166) (△ 341) (△ 1,382)

69,374 68,600 166 193 2,441 2,170 6,109 7,658 20,870 20,308 39,786 38,270

(△ 774) (27) (△ 271) (1,549) (△ 563) (△ 1,516)

13,544 9,896 59 96 434 1,079 926 815 8,019 5,425 4,106 2,481

(△ 3,648) (36) (645) (△ 110) (△ 2,594) (△ 1,625)

9,813 9,411 57 143 601 331 754 661 2,465 3,047 5,936 5,229

(△ 402) (86) (△ 270) (△ 93) (581) (△ 706)

20,427 3,039 719 18 979 248 1,679 86 8,932 1,076 8,118 1,612

(△ 17,388) (△ 702) (△ 731) (△ 1,593) (△ 7,856) (△ 6,506)

10,124 317,833 △ 113 175 △ 5,058 3,047 9,452 31,749 4,898 87,761 945 195,102

(307,709) (288) (8,104) (22,296) (82,863) (194,157)

198,533 10,124 225 △ 113 △ 137 △ 5,058 39,222 9,452 50,761 4,898 108,462 945

(△ 188,409) (△ 338) (△ 4,921) (△ 29,770) (△ 45,863) (△ 107,517)

△ 101,164 406,932 △ 882 427 △ 2,883 11,680 △ 24,437 30,920 △ 20,188 112,315 △ 52,774 251,590

(508,096) (1,309) (14,563) (55,357) (132,503) (304,364)

※「当期末評価損益（差額合計）」「前期末評価損益（差額合計）」は貸借対照表注記の有価証券の時価情報の「差額合計」を算出している。

※（　）内は令和２年度と令和元年度の差を算出している。

②
その他の

受取利息・配当⾦

運用対象

資産規模
全体 10億円未満 500億円以上

年度

法人数

種別

①
第3号基本⾦

引当特定資産運用収入

10億円以上

〜50億円未満

50億円以上

〜100億円未満

100億円以上

〜500億円未満

③
有価証券売却差額

（売却益）

④
有価証券処分差額

（売却損）

⑤
有価証券評価差額

（強制評価損）

⑥
当期末評価損益

（差額合計）

⑦
前期末評価損益

（差額合計）

トータルリターン
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・令和２年度は、令和元年度から一転、全体及び運用対象資産規模別のすべての区分でトータルリターンがプラスとなった。 

・全体のトータルリターンについて、マイナス要素となる④有価証券処分差額（売却損）、⑤有価証券評価差額（強制評

価損）、⑦前期末評価損益（差額合計）の額が減少し、プラス要素となる⑥当期末評価損益（差額合計）の額が増

加した結果、増加となった。特に、⑥当期末評価損益（差額合計）の額が大きく増加した影響により、全体のトータルリタ

ーンは 4,069 億円となり、令和元年度の △1,012 億円から 5,081 億円増加した。 

 

 

 

 

 

7．資産運⽤利回り 

  【利回りの算出方法】  

トータルリターン（①+②+③-④-⑤+⑥-⑦）÷ 運用対象資産期中平均残高（⑧） 

①第 3号基本⾦引当特定資産運⽤収⼊ ②その他の受取利息・配当⾦ ③有価証券売却差額（売却益）       

④有価証券処分差額（売却損） ⑤有価証券評価差額（強制評価損）  

⑥当期末評価損益（差額合計） ⑦前期末評価損益（差額合計） 

⑧運用対象資産合計（前期末残高+当期末残高）÷２ 

 

※新設法人、大学法人等へ昇格した法人又は、直近 2 か年の運用対象資産が 0 である法人等を除外している。 

 

なお、他の法人と大きく離れている数値がある場合には、各値に大きく影響するため、集団の上下 2.5％を削除し、算出

した値も併せて掲載している。 
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（1）運用対象資産の規模別（平均値、上下 2.5％削除後） 

 

 

 

 

 

 

（2）運用対象資産の規模別（度数分布表・ヒストグラム） 

●度数分布の利⽤⽅法 

利回りについて、運用対象資産の規模別に度数分布表及びヒストグラムを掲載した。同規模の運用対象資産を持

つ法人の状況や、自法人がどの程度の位置にいるか、資産運用をするうえで一助としてもらいたい。 

 

最大値……集団の中で最も大きい値。 

最小値……集団の中で最も小さい値。 

平均値……利回りの和を法人数で除した値。 

中央値……利回りを低い順に並べたときに中央に位置する値。 

標準偏差…各法人の利回りと平均利回りの差の二乗の合計を法人数で除した値の正の平方根。値が大きいほど利

回りにばらつきがあることを示す。 

変動係数…標準偏差を平均値で除したもの。データの散らばり具合を表し、平均値の異なる集団のばらつき具合を

比較する場合に用いる。この値が大きいほど、ばらつきがあることを示す。 

 

 

 

（単位︓％）

0.64 1.72 2.99 2.43 4.69上下2.5%削除後

2.68 4.87

2.09

平均値 2.50 1.00 2.12 3.70

（642法人） （129法人） （194法人） （112法人） （164法人） （43法人）

100億円以上

〜500億円未満
500億円以上

（法人数）

運用対象資産規模 全体 10億円未満
10億円以上

〜50億円未満

50億円以上

〜100億円未満

2.50

1.00

2.12

3.70

2.68

4.87

2.09

0.64

1.72

2.99

2.43

4.69

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

平均値

上下2.5%削除後
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●全体（法人数︓642 法人） 

  

 

 

 

 

●運用対象資産規模 10 億円未満（法人数︓129 法人） 

 

 

 

運用対象資産 （単位︓百万円）

平均値 14,698 中央値 4,962

(単位︓%)

【階級幅　0.5】 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

-18.34

~

61.44

~

-0.5

~

0

~

0.5

~

1

~

1.5

~

2

~

2.5

~

3

~

3.5

~

4

~

4.5

~

5

~

5.5

~

6

6

超

642 12 30 279 57 41 25 26 15 20 9 20 10 11 7 80

全体 最大値 61.44 最小値 △ 18.34 平均値 2.50 中央値 0.50 標準偏差 5.37 変動係数 2.15

上下2.5%削除後 最大値 17.83 最小値 △ 0.34 平均値 2.09 中央値 0.50 標準偏差 3.47 変動係数 1.66

12

30

279

57

41

25 26

15 20
9

20
10 11 7

80

0

50

100

150

200

250

300

法人

運用対象資産 （単位︓百万円）

平均値 436 中央値 428

(単位︓%)

【階級幅　0.5】 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

-18.34

~

36.89

~

-0.5

~

0

~

0.5

~

1

~

1.5

~

2

~

2.5

~

3

~

3.5

~

4

~

4.5

~

5

~

5.5

~

6

6

超

129 1 4 100 4 2 3 2 1 1 2 1 0 1 1 6

全体 最大値 36.89 最小値 △ 18.34 平均値 1.00 中央値 0.03 標準偏差 4.44 変動係数 4.46

上下2.5%削除後 最大値 11.85 最小値 △ 0.05 平均値 0.64 中央値 0.03 標準偏差 1.79 変動係数 2.81

1
4

100

4
2 3 2 1 1 2 1 0 1 1

6

0

20

40

60

80

100

120
法人
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●運用対象資産規模 10 億円以上〜50 億円未満（法人数︓194 法人） 

  

 

 

 

 

●運用対象資産規模 50 億円以上〜100 億円未満（法人数︓112 法人） 

  

 

 

 

 

運用対象資産 （単位︓百万円）

平均値 2,587 中央値 2,194

(単位︓%)

【階級幅　0.5】 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

-10.84

~

31.47

~

-0.5

~

0

~

0.5

~

1

~

1.5

~

2

~

2.5

~

3

~

3.5

~

4

~

4.5

~

5

~

5.5

~

6

6

超

194 5 9 92 21 9 4 7 7 5 1 7 3 2 0 22

全体 最大値 31.47 最小値 △ 10.84 平均値 2.12 中央値 0.31 標準偏差 4.67 変動係数 2.20

上下2.5%削除後 最大値 16.50 最小値 △ 0.34 平均値 1.72 中央値 0.31 標準偏差 3.05 変動係数 1.77

5

9

92

21

9

4
7 7

5

1

7

3 2
0

22

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

法人

運用対象資産 （単位︓百万円）

平均値 7,272 中央値 7,238

(単位︓%)

【階級幅　0.5】 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

-3.42

~

61.44

~

-0.5

~

0

~

0.5

~

1

~

1.5

~

2

~

2.5

~

3

~

3.5

~

4

~

4.5

~

5

~

5.5

~

6

6

超

112 2 6 31 12 6 10 8 2 7 3 4 1 0 2 18
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●運用対象資産規模 100 億円以上〜500 億円未満（法人数︓164 法人） 

  

 

 

 

 

●運用対象資産規模 500 億円以上（法人数︓43 法人） 

  

 

 

 

運用対象資産 （単位︓百万円）

平均値 22,682 中央値 20,323
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全体 最大値 26.71 最小値 △ 15.17 平均値 2.68 中央値 0.92 標準偏差 4.92 変動係数 1.84

上下2.5%削除後 最大値 16.88 最小値 △ 0.41 平均値 2.43 中央値 0.92 標準偏差 3.60 変動係数 1.48
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運用対象資産 （単位︓百万円）

平均値 101,020 中央値 74,812
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全体 最大値 17.40 最小値 0.00 平均値 4.87 中央値 3.15 標準偏差 4.67 変動係数 0.96

上下2.5%削除後 最大値 16.67 最小値 0.06 平均値 4.69 中央値 3.15 標準偏差 4.29 変動係数 0.91
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・令和２年度の資産運⽤利回りについて、全体の平均値は 2.50%、中央値は 0.50%となり、上下 2.5％削除後の平均値

は 2.09%、中央値は 0.50%となった。 

・運用対象資産規模別では、すべての区分の平均で資産運⽤利回りがプラスとなり、運用対象資産規模が大きいほど資産運

⽤利回りは高い傾向となった。 

・500 億円以上の区分の資産運⽤利回りが最も高く、全体の平均値は 4.87%、中央値は 3.15%となり、上下 2.5％削除

後の平均値は 4.69%、中央値は 3.15%となった。 

 


